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 第 1 章では、環境問題と企業経営との関連から「企業と CSR、環境問題」に
ついての歴史的展開や理論形成を中心に論じている。特に 1960～70 年代以降、
「企業と環境問題」を包括する形で急速に発展・展開した経営学の学問分野「企












































































られている。環境省は 2002 年 8 月にエコビジネスの市場実態や普及促進に必
要な施策などをまとめた「環境ビジネス研究会報告書」を公表した。この中で
環境省は、エコビジネスの市場規模は 2010 年で 40 兆１千億円に達し、雇用規


































期（4 年後）に分けて行っている。二つ目の分析は、2000 年から 2004 年の時
期が IT バブルとその崩壊という財務業績に大きな変動があった時期であった
点を踏まえ、2003 年を底とし、その後日本経済が景気低迷から脱し、比較的好
調であった 2007 年 12 月頃までの景気回復期、好況期に焦点を合わせて、環境
への取り組みとその後の財務業績の関係について検証を試みている。  
 最終の 6 章では、これまでの考察を振り返り、課題を検討しつつ、まとめと
今後の研究の方向性について考察する。  
 以上の各章は、筆者がこれまで論文、ディスカッションペーパーの形で刊行
したものが元になっている。それら初出一覧は、第 1 章（2006, 2007a）、第 2




                                                                






第 1 章 企業経営と CSR・環境問題－その生成と歴史的展開－  
 
























2. 第 2 次世界大戦前の CSR 
 
2.1 米国における CSR の源流  
 
欧米では、すでに経営学の分野で Sheldon（1924）2において CSR に関する記
述が見られるように、現代の CSR につながる議論の端緒は近代企業が巨大化し、
その社会的影響力が大きくなり始めた 1920 年代にさかのぼることができると











































 いずれにせよ、米国における 1920 年代の企業の巨大化、影響力の増大と、
それに対する社会から批判・懸念が、それまでの利潤極大化一辺倒だった企業
の行動原理に大きな変更をもたらしたといえる。その後の大恐慌（1929-1939）









































期的目標としての社会性（岡本 ,1996）」など今日の CSR を理解する上で重要な
キーワードにつながる考え方を示しているといえよう。  
 
3. 第 2 次世界大戦後～1950 年代の CSR 
 




















































4. 1960～70 年代における CSR の展開  
  
4.1 米国における 1960～70 年代の社会変革と SRI、CSR 
 









の『沈黙の春  Silent Spring』は 1962 年に出版。）、キャンペーン GM（1969-73）、
フォード・ピント事件（フォードの欠陥自動車ピントをめぐる一連の事件）







ン GM はその後の消費者運動や CSR・社会的責任投資（Social Responsible 
Investment：以下 SRI と表記）の議論が大いに盛り上がるきっかけになった事
件として有名である。Nader は、1965 年に『どんなスピードでも危険だ―アメ
リカの自動車に仕組まれた危険』（Unsafe at Any Speed: The Designed-In Dangers 































































（Investor Responsibility Research Center）が設立された 19。  












4.2. 日本における 1960～70 年代の高度経済成長と公害の発生、80 年代
のメセナ・フィランソロフィーブーム  
 




った。このような状況は、CSR 消極論から CSR 積極論への転換の強制に他なら
ず20、この頃になってようやく日本企業は CSR の重要性を痛感するようになっ
たのである。（公害の発生と企業責任について本章第 7 節参照。）  


































ー法（SOX 法）が成立し、日本でも同法の内容は、2006 年 5 月施行の会社法、
2008 年 4 月施行の金融商品取引法（日本版 SOX 法）の中に盛り込まれること
になった。また日本では、相次ぐ企業不祥事を受けて、社団法人経済同友会に
よる『第 15 回企業白書・「市場の進化」と社会的責任―企業の信頼構築と持続










































































一方 EU 全体の動きとして、欧州委員会は 2001 年 7 月に「事業者の社会的
責任のための欧州における枠組みの促進（Promoting a European Framework for 






る。さらに１年後の 2002 年 7 月には「CSR 政策に関する欧州委員会報告」を








 また、国際標準化機構（ International Standard Organization: ISO）による CSR
規格化の動向にも注目する必要がある。ISO では、品質（9000 シリーズ）、環
境（14000 シリーズ）に続いて、この CSR に関しても国際レベルで標準化、規
格化が進められた。2001 年のオスロ総会にて、ISO 理事会からの要請（ISO 理
事会決議 18/2001）を受けた ISO/COPOLCO（消費者政策委員会）は、企業の社
会的責任、説明責任、管理実施策に基準を設けるために国際規格の実行可能性
と必要性を調査・検討した。その後、およそ 3 年間にわたり「ISO が CSR 規格
を作り得るのか」といった議論が続き、2004年 6月開催の技術管理委員会（TMB）
で全組織の SR（企業以外の社会的責任もふくめることから単に SR（Social 
Responsibility）という名称が使われている。）に関する第 3 者認証を目的としな




2010 年 5 月の 8 回目の作業部会で最終合意に達し、9 月の国際投票を経て 2010
年 11 月に「ISO26000 社会的責任規格」が発効した。但し、環境マネジメント








の ISO による CSR の国際規格発行は、各国において今後企業の CSR への取り
組みに一定の方向性を持たせ、その取り組みを加速させる一つの指針になるも
のとして注目されている。 ISO26000 は、日本では ISO14000 シリーズと同様、
社団法人日本規格協会により、ISO26000 の技術的内容及び構成を変更すること
なく作成した国内工業規格として JIS Z 26000 として 2012 年 3 月に発効した。  
以上のように、CSR に関する初の国際規格として発効した ISO/JISZ26000 は、
今後、国内の一部の CSR 先進企業に限らず、多くの企業においても CSR への
取り組みを推進するものとして注目されている。  
 
6. 今日の CSR の議論とその方向性  
 









 しかし、一方で CSR に関する様々な定義ある意味で社会と企業の関係の複雑
さ・多様さを表しているともいえる。  
それを踏まえると、「企業の唯一の社会的責任は株主利益の最大化である」



























  次節以降では、以上のような認識をもとに、90 年代後半以降 CSR の中心的
な課題となっている環境問題についてその歴史的な展開を概観することする。 
 









































































発生確認時期 発生場所 原因物質 原因企業
水俣病 1956年頃 熊本県水俣湾 メチル水銀 チッソ
第二水俣病 1965年頃 新潟県阿賀野川流域 メチル水銀 昭和電工
四日市ぜんそく 1960年頃 三重県四日市市 硫黄酸化物 石原産業他5社








図表 1-2 産業公害と（地球）環境問題の比較 
 産業公害 （地球）環境問題 
因果関係 明らか／比較的単純 不明／複雑 
汚染源 特定の工場など 不特定多数 
汚染者責任 特定の企業など 特定困難、社会全体 
影響の空間的規模 地域的・狭い 地球規模、越境、広い 
影響の時間的規模 急性 慢性、世代を越える 
影響の強さ 目に見える、強い 目に見えない、弱い 










対策の期間 短期集中型 継続的な努力 













れるような状況が出現した。    
その後、政策的にも環境関連の法令が多く成立し、環境対策は、事実上一部
の企業だけでなくすべての企業が取り組むべき課題となり今日に至っている。 










境経営から CSR 経営への転換を打ち出し、CSR 担当組織の設置、CSR 担当役
員の任命など CSR 経営体制の整備を行っている。このように、企業の環境対























26は、2001 年に発行した第 3 次評価報告書の中で「2001 年までの過去
100 年間で平均気温が 0.6℃上昇」、「人間活動が地球温暖化に寄与している可能
性が高く、温暖化が進んだ場合、21 世紀末には地球全体で約 9cm～89cm ほど
海面が上昇し、地球全体の平均気温は約 1.4～5.8℃上昇する。」と指摘し、「仮





て、深刻な状態になるだろう。」と警鐘を鳴らしている 27。 IPCC はその後、2007
年 2 月に第 4 次評価報告書第 1 作業部会報告書「気候変動 2007―自然科学の根
拠―」を公表し、この中で、「20 世紀半ば以降の地球温暖化は、人間活動によ
って増加した温室効果ガスの排出によってもたらされた可能性が非常に高い」
とし、「可能性が高い」とした 2001 年の第 3 次報告書の内容よりも踏み込んだ
表現となっている。また、今世紀末までに予想される海水面の上昇については、





れているものの、過去 100 年間の平均気温は「0.74℃（2001 年報告書では 0.6℃）
上昇」、21 世紀末までに平均気温では 1980 年から 1999 年までの 20 年間の平均

























した。1700 年から産業革命を経た 1950 年までの 250 年間で、世界人口は約 7
億人から 3 倍以上の 25 億人に増加している。また、近代化への過程では、農
業機械が発達し、広大な農地の開拓と農作物の大量生産が可能になり、医療技







































































世界的に標準化する動きが 1990 年代に起こってきた。  
1992 年の地球サミットのテーマであった「持続可能な発展」に関して、世界
の経済界の見解をまとめることを目的として 1991 年に「持続可能な発展のた
めの経済人会議」（The Business Council for Sustainable Development : BCSD、95
年に「国際商工会議所」（International Chamber of Commerce : ICC）、「世界産業
環境協議会」（ the World Industry Council for the Environment  : WICE）と合併し「世
界環境経済人会議」WBCSD へと改組される。）が設立された。この会議には 27
か国から産業界のリーダー48 人（日本からは 7 名）が参画し、「環境と開発に
関する国連会議（UNCED）」への提言が議論されたという。その検討の集大成
として「BCSD 宣言」（1992 年）と具体的なプログラムを示した「Changing Course」
というレポートがまとめられた。この議論の過程で持続可能な発展を行うため
には、企業の環境対策促進のための国際規格の必要性が確認され、環境マネジ
メントに関する国際規格の制定が、ISO（国際標準化機構）に依頼された。     
BCSD の依頼を受けた ISO では、1991 年に検討委員会を設置し大まかな考え
方を整理した後、1992 年環境マネジメントにかかわる新しい技術委員会を設置、
そして世界的な環境問題への関心が高まる中、幾多の議論の末に 1996 年 9 月
１日に環境マネジメントの国際規格である ISO14001 を発効した。またこれに
伴い ISO14001 の JIS 版（JIS14001）も同年 10 月 20 日に制定された。  
その後、現在まで ISO による環境マネジメントシステムは、環境監査（ISO14010～
ISO14012）、環境ラベル（ISO14020、ISO14021、ISO14024 他）、環境パフォーマンス
（ISO14031）、ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment : LCA）（ISO14040～
ISO14043、 ISO14048、 ISO1404 他）、用語と定義（ ISO14050）、森林マネジメント
（ISO/TR14061）、環境適合設計（Design for Environment : DfE）（ISO/TR14062）など、
経営のあらゆる側面における環境規格が発効・公開され、総称して ISO14000 シリーズ
と呼ばれている33。  
 これら ISO14000 シリーズの中でも先行した環境マネジメントシステム規格





証を取得している事業所は、2011 年末時点で世界 158 カ国  267,457 事業所であ



































































てリサイクルを促進する特別法にあたる。これに先だって 1997 年 4 月より本
格施行された「容器包装リサイクル法」（正式には「容器包装に係る分別収集
































   図表 2-4 環境への取り組みと企業活動のあり方についての考え方 （単位は％） 



















      （1999） 
3.4 30.1 1.8 33.3 29.3 0.9 1.2 
6.1 33.2 2.9 32.1 21.0 0.9 3.8 
未上場 （2001） 
      （1999） 
5.4 42.3 2.6 25.5 20.7 0.9 3.8 
7.5 51.5 2.7 20.3 13.5 1.6 2.9 
合計   （2001） 
      （1999） 
4.5 36.9 2.2 29.0 24.5 0.9 2.0 
























いては第 4 章において検討する。  
 












2001 年 7 月からはオランダでも環境報告書の公開が義務付けられた。フランス












NGO や大学機関・近隣との関係などの報告も見られる。  
欧州産業界のこれらの動きは、欧州委員会が 2001 年 7 月に公表したグリーン
ペーパーで、「企業の社会的責任」の原則を打ち出したことに呼応するもので
































14. 小括  
 










であろうか。この点について次章では、現象としての CSR がどのように CSR
論として展開されてきたのかについてみていくことにする。  





2 企業の社会的責任を明示した初の著作とされる。  
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5 高田  （1974）p.30. 
6 社会経営政策とは、「一つ、あるいは複数の社会的課題、社会問題に関して、その企業の目的、
目標、プログラムを規定するような、企業における一つ、あるいは複数の政策」（Post, et al （2002) 






1935 年に制定された社会保障法（The Social Security Act）を契機に、企業によるこうした政策
の積極的な推進は終焉を迎えることになるが、Mitchell はこの 1920 年代の企業による社会経営
政策こそが、現在の CSR、フィランソロフィーの原点であるという。（Mitchell （1989=2003）
p.22.および p.56.参照）  
7 Mitchell （1989=2003) pp.72-82. 
8 Mitchell （1989=2003)pp.101-116. 
9 末永（2004）  pp.10-17. 
10 渋澤（述）（1975）  p.163. 
11 Merrill （1949) p. v. 
12 Merrill （1949) p. vi. 
13 エプスタイン（特別寄稿）「経営学教育における企業倫理の領域：過去・現在・未来」，中村
瑞穂編著（2003）  p.206. 
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村瑞穂編著（2003）   
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15 森本（1994）p.80.  
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のための医学委員会」（The Medical Committee for Human Rights）は、60 年代後半にはベトナム
戦争に反対して、森や田畑を枯らす枯葉剤や、人や家屋を焼くナパーム弾を生産する化学会社















17 谷本（1987）  第 7 章および水口他（1998）  pp.12-13. 
18 ICCR は 2005 年現在、275 のプロテスタント、ローマカトリック、ユダヤ教の宗教的機関投
資家（教会、その資産運用団体、教会系の年金団体、互助団体など）の連合で、運用資産の合
計額は 1100 億ドル（約 12 兆円）にのぼり、1998 年に提出された株主提案の機関投資家の中で、
労働組合（全体の 15%）、ファンド・マネージャー（12%）に次ぐ 3 番目（8%）の株主提案者
になっている。この SRI の大規模化が、米国における CSR の議論に大きく影響しているとされ
る。（Munnell and Sunden,1999）  
19 谷本  （2003）  pp.12-13. 
20 森本  （1994）  p.81. 
21 例えば 2000 年に設立された特定非営利活動法人  環境経営学会では、英文名称を Sustainable 





                                                                                                                                                                                            
22 SustainAbility 社の HP http://www.sustainability.com/より。 （2013 年 3 月 9 日閲覧。）  
23 欧州委員会のグリーンペーパーについては
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/site/en/com/2001/com2001_0366en01.pdf 参照。（2013 年 3 月 9
日閲覧。）  
24 「CSR 政策に関する欧州委員会報告」については  












26 IPCC とは、気候変動に関する政府間機構（ Intergovernmental Panel on Climate Change）であ
り、地球温暖化についての科学的な研究の収集、整理、評価、対策技術や政策の実現性、効果
の提言などを行っている。 
27 IPCC （2001）  
28 IPCC （2007）  
29 鈴木他  （2007）  
30 鈴木他  （2007）  
31 経済産業省  （2003）  
32 持続可能性・トリプル・ボトムラインについての詳細は第 3 章を参照。  
33 産業規格協会（2001）  p.5. 
34 ISO Survey 2011 （http://www.iso.org/iso/iso-survey）の ISO14001 data より引用。（2013 年 3
月 9 日閲覧。）  
35 中小企業財団  （1998）  p.13. 
36 この調査報告書は、東京、大阪、名古屋の各証券取引所の 1 部、2 部上場企業及び従業員数
500 人以上の未上場企業等、合計 6,360 社を対象としたアンケート調査を集計したものである。  




38 環境報告書は 2002 年前後から、従来の環境対策のみならず企業の社会的な活動を含めた社



















CSR 論・環境経営論の現状と課題について考察していく。  
 
2. CSR 論の展開(米国での展開を中心に) 
 
2.1 CSR 論の創成期：1950 年代  
 

















Bowen を「CSR の父」と呼ぶべきであるとしている 2。  
  1950 年代に出版されたその他の重要な著作として、のちの企業倫理の展開に
貢献する Selekman（1959）の“A moral Philosophy for Management”、Child and 

























































 このような CSR への高い関心は、企業および教育界の有力指導者 200 名で構




















を挙げている10。CSR 積極論の各論はそれぞれあるが、およそこの 7 つの要因
について焦点を当てたものに区別できる11。この頃 CSR の遂行と企業利益との




























業の役割や企業の社会的責任にまで拡大して論じたのが Friedman である13。  

























































判にさらされることになった。このような状況は、CSR 消極論から CSR 積極論
への転換の強制に他ならず20、この頃になってようやく日本企業は CSR の重要
性を痛感するようになったのである。  






















2.3. 1980 年代以降にみる CSR 論の細分化:ステークホルダー論の確立と
企業倫理の発展 
 
米国での CSR の議論は、1965～75 年の 10 年間にピークを迎え、その間 CSR
について様々な定義がなされてきた。その後 80 年代に入ると、以前のような
大々的な社会運動は影を潜め、CSR の議論は収束していったかに見える。しか



















































て示唆に富んでおり、特に今日の CSR を議論する際の中心をなす概念である。 
また 80 年代は「企業倫理」が学術研究領域として展開をみせた時期でもあ
る。1970 年代の 10 年間に DeGeorge, R.、Bowie, N. E.、Donaldson, T.などの著名
な哲学者、神学者が企業倫理に注目し、経営学部の同僚との共創を行い始めた。









「企業倫理」に関する専門学術誌も刊行され始め、 1982 年に、“Journal of 




































































3. 現代における CSR 論の展開－CSR の定義に関連して－  
 


























































































会戦略的アプローチの 5 つについても、CSR を含めたより広い意味での「企業
と社会」論全体でみた場合検討されているアプローチであると指摘している33。 
 また、より一般に CSR は法令順守・社会貢献との関係から議論される場合も
（出所） 合力知工 (2004) p.267。 
 







































には CSR のカテゴリーには入らない35。     
筆者の考える CSR とは、図表 2-3 の法令順守と社会貢献の間にあるカテゴリ
ーを示し、この中で CSR は 3 つに区別される。CSR①については、営利性との
両立が見られるので、企業はこれを行うインセンティブは高く、通常の事業活
動に比べ遜色はない。問題となるのは、少なくとも短期的には営利性と両立し
ない可能性の高い CSR②と CSR③である。両者は同じ CSR 概念であるが、そ
の実施に政府の支援を必要とするか、支援がなくとも実施が可能であるかによ
図表 2-3 法令順守・CSR・社会貢献の関係 
社 会 的 な 合 意 な い し 行 動 規 範
法 律 と し て 確
立 し て い る
法 律 以 外 （ 社 会 規 範 ・ 社 会 か ら の 要 請 ）
と し て 確 立 し て い る
確 立 し て い
ない
法 令 順 守
（ 法 的 義 務 ）
・ 人 権 尊 重 ・
差 別 （ 男 女 、
人 種 、 出 自 等
に よ る ） の 禁
止
・ 環 境 法 令 順
守 型 の 環 境
対 策
・サ ー ビ ス 残
業 等 違 法 労
働 の 禁 止
・ 個 人 情 報 保
護
・ 品 質 ・ 安 全
基 準 お よ び 管
理 な ど
C S R① 省 エ ネ 製 品
オ ー ガ ニ ッ ク 食 品




（ 実 施 に 政 府 の 支 援 を 特
に 必 要 と す る も の ）
・ 法 令 未 整 備 の 環 境 対
策
地球温暖化対策
燃 料 電 池 等 の 普 及
再 生 化 の エ ネ ル ギ ー
など
・ 食 の 安 全 に 関 す る も の
農 薬 ・ 健 康 食 品 ・ 食 品
添加物
C S R③
（ 実 施 に 政 府 の 支 援 が そ れ ほ ど 必 要 で
な い も の ）
・ 政 治 献 金 の 禁 止
・UD製 品 ・ 環 境 配 慮 型 製 品 の 開 発 ・ 普
及 ・ Ｐ Ｒ
・ 従 業 員 へ の 福 利 厚 生
リ ス ト ラ 時 の 補 償 、 女 性 登 用 比 率 向
上 努 力 、 子 育 て 、 介 護 休 暇 の 充 実 と 利
用 促 進 、 職 業 訓 練 ・ 教 育 の 充 実
・ 地 域 社 会 へ の 貢 献 ・ 交 流
雇 用 ・ 地 域 の 活 性 化
社 会 貢 献
・ メ セ ナ （ 文
化 ・ 芸 術 支
援 活 動 ）
・ フ ィ ラ ン ソ ロ
フ ィ ー






























るものである。そのような理由から、今日の CSR に関する議論はこの CSR③に
関するものが中心であるように思われる。例えば環境配慮型製品の開発・普






本 ,1996）という場合もある。  


































































































































                                                                
1 Bowen （1953）  p.6. 
2 Carroll （1999）  p.270. 
3 Davis （1960）  p.70. 
4 McGuire （1963）  p.144. 
5 櫻井 （1991）  p.3. 
6 Steiner （1971）  p.169. 
7 Ackerman and Baur （1976）  pp.6-7. 
8 Committee for Economic Development (CED)（1971）p.16. 
9 その後、Carroll （1991）は Carroll （1979）において提示した CSR を構成する 4 つの概念を






ンソロフィー的責任を位置づけている。そして、4 つの CSR 構成要素は「相互に排他的なもの
でもなければ並列的に扱うことを意図するものでもない」として、これら総体として CSR を捉
えるべきであると主張している。  
10 Davis （1973）  
11 CSR 各論については、高田（1974）、櫻井（1991）、森本（1994）などが詳しい。  
12 エプスタイン  （2003）  p.211. 
13 梅津  （2002）  pp.24-28. 
14 Friedman （1970）  pp.122-126. 
15 Friedman （1962）  p.133. 
16 森本（1994）  pp. 39-40.の考察を参考にしている。  
17 森本  （1994）  pp.41-46. 
18 梅津  （2002）  pp.27-28. 
19 例えば、公害発生の企業責任に触れた松下幸之助（ただし後に考えを転換している。）、経済
同友会幹事であった日向方斎など。川村（2004）p.2 および森本（1994）p.80 など。  
20 森本  （1994）  p.81. 
21 Carroll （1999）  pp.284-285. 
22 Freeman （1984）  p.31. 
23 Freeman （1984）  p.31. 
24 中村他  （1994）  p.255. 
25 Freeman （1984）  p.38. 
26 Freeman （1984）  p.38. 
27 Freeman （1984）  p.46. 
28 Freeman （1984）  p.46. 
29 Epstein （1987=1996）  pp.9-13. 
30 Epstein （1987=1996）  pp.9-13 
31 筆者は、経営戦略論の立場から、ここでは図 2-2 の太枠部分②文脈的アプローチを採用し
ている。  
32 合力（2004）  pp.265-269. 
33 合力（2004）  pp.265-277. 
34 法的責任（義務）を CSR の範疇に加えるか否かについては、多くの議論がある。例えば高
田（1989）は、法的責任は他律的に与えられるもので、経営者の自発性＝自律性が本質的要素
である社会的責任の名に値しない（高田 , 1989, pp.21-22.）としているのに対し、森本（1994）
は、「他律的・強制的であるがゆえに受動的・消極的に服従するのではなく、最低順守すべき社
会規範としての法を能動的・主体的に実践するという意味で、そこに自主性を見出し得るとし
て、CSR の基本的内容として法的責任を位置づけている。（森本 , 1994, pp.72-73.）  
35 ただし、かつては社会貢献だと考えられていた企業の環境対策が、現在では CSR の中心的
な位置を占め、各種環境関連法の成立により、今後は法令遵守のカテゴリーに移行しつつある
ように、いずれのカテゴリーに属すかは時代や価値観の変化によって変わるものである。       





第 3 章 環境・社会性を取り入れた「持続可能性」による企業評価の現
状と課題 
 









 特に 90 年代以降、ますます進行しつつあるグローバリゼーションに起因す
る諸問題や深刻化する地球環境問題への対応などこの「社会的な存在」として
の企業に対する様々な要請が顕在化している。こうした「企業と社会」に関連































































































































で議論されることも多く、例えば、企業の CSR ニューズワイヤ ・ーサービス（The 























経済性 環境性 社会性 
























大きなビジネスチャンスをもたらすものと考えられている。環境省は 2002 年 8
月にエコビジネスの市場実態や普及促進に必要な施策などをまとめた『環境ビ
ジネス研究会報告書』を公表し、この中でエコビジネスの市場規模は 2010 年





年に約 67 兆円と、2008 年（約 75 兆円）より減少したものの、2010 年は再び
増加に転じ、約 69 兆円、雇用については約 185 万人となり、2009 年（約 180
万人）から増加したと発表した 15。また、経済産業省も 2008 年に取りまとめた
『環境を『力』にするビジネス成長戦略（案）』の中で、環境ビジネスの市場
規模は 2005 年に 59 兆円だったものが、2015 年に 83 兆円へ 40％ほど増加し、
雇用規模については、2005 年に 180 万人だったものが、2015 年には 260 万人







































































































     図表 3-2 経済性および環境性に基づいた企業評価の主体・目的・項目 














































































































































































能な発展のための企業報告書イニシアティブ（Global Reporting Initiative : GRI）
は、2006 年度版の最新ガイドラインでは企業が持続可能性報告書で開示すべき






































  図表 3-3 2006 年度版 GRI 指標の分野と側面の概要（一部抜粋） 



























































価・判定できるようになるかもしれない。1999 年に第 1 版（G1）を発行し、2002











































































































      NEMI : NLI-Research Eco-Management Index 
      EEI : 個別環境負荷 iの環境効率指標＝ iLV /  
      V  : 経済価値（売上高、営業利益、付加価値など任意に設定）  
      iL   : 個別環境負荷 iの量（資源投入量や環境負荷排出量など任意に設定）  
   i  : 採用する個別環境負荷の序数（任意数 n に設定）  
   ia ; 個別 EEI 指数（ ii EEIEEI 平均/ ）のウエイト（下式参照）  
   平均 iEEI ：任意の範囲の個別 iEEI の平均値（業界平均値、地域や国の平均値など）  
  
 この一般式を展開すると、たとえば図表 3-4 のように個別環境負荷項目が 5
項目ある場合は  














































       図表 3-4 環境問題の重要度（リスク）の CRA による重み付けの例 
重要な環境問題 主たる環境劣化現象 環境負荷の代替指標 CRA による重み
付け 
地 球 温 暖 化
（CO2） 
エネルギー枯渇、気候変動 CO2 排出量 24% （ ） 
廃棄物増大 資源枯渇、処分容量不足 廃棄物排出量 19% （ 2a ） 
水質汚濁（BOD） 水域環境の劣化 BOD 排出量 11% （ 3a ） 
大気汚染（NOx） 酸性雨、オゾン層破壊 NOx 排出量 16% （ 4a ） 
土壌汚染（PRTR） 有害化学物質による被害 PRTR 対象物質排出移動量 30% （ 5a ） 

































ている25。また、日本経済新聞社が 1999 年から 2009 年まで用いていた多角的
企業評価システム PRISM では、年度により多少の変動はあるが、「優れた会社」
への寄与率に基づいて、環境性や社会性を含む評価項目のウエイトを全体の
10%から 30%と推定している 26。ニッセイ NEMI のように、環境性による評価
を、汚染物質や環境負荷量といった客観的で定量的なデータを用いて行うなら
ば、LCA、CRA や JEPIX に基づいたウエイトづけは、「一般に認められた権威」
を付与されることになる。しかし同様に社会性をウエイトづけするとなれば、















































                                                                
1 WCED: World Commission on Environmental and Development  （1987） p.43.  
2 最大持続収穫理論ともいわれる資源経済学、数理生態経済学の用語。詳細については Clark 
（1976）など。  
3 環境庁  （2000） p.18. 
4 Holliday Jr, C. O., et al. （2002） p.12. 
5 The Natural Step の持続可能性についての考え方は The Natural Step のホームページ     
http://www.naturalstep.org/en/the-system-conditions を参照。（2013 年 3 月 9 日閲覧。）  
6 SustainAbility 社の HP http://www.sustainability.com/を参照。（2013 年 3 月 9 日閲覧。）  





                                                                                                                                                                                            
 http://www.bsdglobal.com/pdf/business_strategy.pdf を参照。（2013 年 3 月 9 日閲覧。）  
8 Dow Jones Sustainability Indexes, “Corporate Sustainability”,  
 http://www.sustainability-index.com/sustainability/corporate.html を参照。（2013年 3月 9日閲覧。） 
9  CSRwire については http://www.csrwire.com/about を参照。（2013 年 3 月 9 日閲覧。）  
10 グローバル・コンパクトについては http://www.unglobalcompact.org を参照。（2013 年 3 月 9
日閲覧。）  
11 “The OECD Guidelines for Multinational Enterprises”,  http://www.oecd.org を参照。（2013 年 3
月 9 日閲覧。）  
12 例えば岡本は、社会貢献・地域貢献・従業員の生活向上・地球環境保護などを、収益性・成




14 環境省  （2002） p.2. 
15 環境省報道発表（2012 年 5 月 15 日）。環境省ホームページより。  
16 経済産業省  産業技術環境局（2008）「環境を『力』にするビジネス」成長戦略（案）経済産
業省 . 
17 日本興業銀行  （2000） p.5. 
18 田中  （2000） p.254. 
19 清水  （1981） pp.4-5 及び岡本  （1996） pp.1-2. 
20 岡本  （2000） p.57. 
21 清水  （1981） p.7. 







23 JEPIX についての詳細は、宮崎他  （2003） 
24 “複数の基準指標について、どれが重要かという順位づけも、ウエイトづけもできないとき
は同じように重要と考えざるをえない。このとき“理由なしの理由”（reason of no reason）か
ら、各目標指標に同じウエイトをつけることになる。これをラプラス原理と呼ぶ。”清水  （1981） 
p.32. 
25 岡本  （1996） 
26 ちなみに 2002 年度では、合計 33 指標から 4 つの評価因子が測定されている。それぞれウエ
イトは「優れた会社」への寄与率に基づいて「柔軟性・社会性」10.9％、「収益・成長力」31.9％、
「開発・研究」10.2％、「若さ」3.5％で、4 因子で合計（決定係数）56.6％となった。残り 43.4％
は４因子では説明しきれない誤差。（日本経済新聞 2003 年 2 月 24 日朝刊）  
また、PRISM は 2010 年度よりもう一つの日経総合指標である CASMA と統合し、新しい
企業評価システム NICES となった。NICES では、①  投資家（時価総額の増減、配当金額、
使用総資本利益率、決算発表所要日数等 26 指標）、②  消費者・取引先（売上高、売上高伸び
率、売上高経常利益率の増減、企業年齢等 6 指標）、③  従業員（有給休暇取得率、育児休業
取得人数、平均勤続年数、管理職の女性比率など 13 指標）、④  社会（従業員数、納税額、社
会貢献活動、公的団体の役職者数、CO2 排出量・廃棄物の増減など 22 指標）の 4 つステーク
ホルダーに基づく評価項目から構成されており、それぞれウエイト付けは 250 点満点（全体
評価の 25％）の合計 1000 点満点で評価される。  




































今日の CSR 論の問題点は、この営利性と社会性という、相反する 2 つの志
向性が混在したまま議論されていることであると筆者は考えている。企業が
CSR に取り組む際の営利性と社会性の関係は、通常以下の 2 つのアプローチに
限定される。それぞれについて考察してみたい。  
 










































































 では、①営利性＞社会性アプローチを採用した場合、企業は CSR に対してど
のようなスタンスで望むべきなのであろうか。現実の事業活動には、CSR に関
連して図表 4-1 に示したような、1.営利性が中心であり社会性と両立しない純
粋なビジネス領域、2.営利性と社会性が両立しうる CSR 領域、3. 社会性が中
心で営利性と両立しない純粋な利他的領域の 3つの領域に区別することが可能
である。 




くの企業は CSR への取り組みに力を入れるというのが自然な流れになる。 





































必要な行動様式を採択し、諸資源を割当てること」 （Chandler, 1962) 











































との共著で雑誌 Advertising Age に発表した論文“Positioning Era Cometh”と著作


















































に Porter は CSR やフィランソロフィ―などについても、経営戦略論の立場か
ら、「CSR は贖罪や保険であってはならず、より積極的な態度で臨むことで企




























































































 このリソースに注目した経営戦略論アプローチは RBV（Resource Based View 


















  また、RBV 研究の嚆矢と位置づけられる Rumelt（1984） により、RBV にお
けるもう一つの重要な概念として「隔離メカニズム」（Isolating Mechanism）が














































































し、2000 年前後にテレビ CM 等を通じた先発型「環境先進企業イメージ」の
刷り込みに成功している。例えば、世界初の量産型ハイブリッドカープリウス





























































































































を定義づけようとする見解が見られるようになり（Moskowitz, 1972, Abbott and 























































































































































11.  CSR・環境対策と財務業績の関係に関する先行研究レビュー 
 

























ターンが挙げられる。Griffin and Mahon （1997）は、70 年代から 80 年代にか
けて行われた研究結果では統一した見解は得られないものが多いと指摘し、そ
の理由として方法論や環境対策（CSR）および財務業績の変数の定義が研究者




















以下、90 年代以降に行われた先行研究を中心に見ていくことにしよう。  








































ち、その貢献度は経済性（収益性＋成長性）の 7 割 5 分－8 割に対して、2 割
－2 割 5 分である」と指摘している19。 
 先行研究には、環境経営（あるいは社会的責任）と財務業績との間には負
の関係がある（Mahapatra, 1984, Jaggi and Freedman, 1992）、あるいはあまり関
係がない（Aupperle, Carroll, and Hatfield, 1985）という結果を示すものもあるが、
多くは両者には正の関係が認められると主張している20。Orlitzky, et al.（2003）



















































































                                                                
1 清水（1993） pp.5-8. 
2 岡本（1996） pp.200-205. 




5 Porter (1991) p.168. 
6 Porter and Linde （1995）  
7 Porter and Kramer （2006）pp.78-92. 
8 野村総合研究所（1991）p.70. 
9 Barney (1991), Teece et al.(1997) ,Wernerfalt (1984) 
10 Teece, et al.(1997) ,Wernerfelt (1984) 
11 Rumelt (1984), p.567. 
12 その後、トヨタ自動車は、プリウスの発売で知名度を得たハイブリッド・コンセプトをエス
ティマ（2001 年、ミニバンで初）、クラウン（2001 年、2008 年）、アルファード（2003 年）、ハ
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番目）、SAI（2009 年）、カムリ（2009 年）、アクア（2011 年）、プリウス PHV（2012 年）等に
搭載し、別ブランドのレクサス（2009 年～）や他のモデル、グレードを含めると 20 車種以上
のハイブリッド・コンセプトカーが販売されている。また、本田技研工業はインサイト（2009
年）、シビック（2001 年、日本未発売）、アコード（2004 年、日本未発売）、フリード（2008 年）、
フィット（2010 年）、CRZ（2010 年）等 8 車種、日産自動車はティーノ（2000 年、100 台限定）、
アルティマ（2006 年、日本未発売）、フーガ（2010 年）、セレナ（2012 年）等 5 車種に搭載さ
れている。（各社 HP、パンフレット等より。）  
13 櫻井（2005） pp.14-15. 
14 櫻井（2005） p.1. 
15 櫻井（2005） pp.79-111. 
16 櫻井（2005） pp.1-3. 
17 例えば、Brandon and Marlin（1972）、Bowman and Haire（1975）、Spicer（1978）は、製紙・
パルプ業種の廃棄物削減活動と ROE、ROA 株価、株価収益率などの経済業績指標を比較して
分析を行っている。分析の課題として、サンプルが少なすぎる（12～20 社程度）、廃棄物削減
活動のデータをすべて 1972 年に CEP 公表のデータに依存しているなどの点が指摘される。 
18 環境・社会面に関する企業評価の視点・手法上の問題については、本論文第 3 章参照。 
19 岡本（2007） p.95 
20 社会性（環境含む）と財務業績（株式価値）に関する過去の先行研究をまとめた Griffin and 
Mahon (1997)は、1970 年代以降に行われた研究結果のうち、正の関係: 33、負の関係: 20、不明: 
9 であったとしている。また分類の方法と先行研究抽出基準を変更して同様の研究を行った








































から 2004 年までの 5 年間の日本企業（製造業）における環境対策と財務業績
との関係について定量的な分析を行っている。②後半では、前半で行った一部







図表 5-1 日経平均株価の推移 
 
（出所） Infoseek Money より筆者作成。 
 


















②2003 年～2008 年  





日経環境経営度調査報告書2（製造業編）第 3 回（2000 年）から第 7 回（2004
年）までの得点（1000 点満点、平均 500 点、標準偏差 100 点）をそのまま用い、















・財務業績（0～10 点）：成長性（0～5 点）＋収益性（0～5 点） 
  ・成長性：4 年間移動平均売上高伸び率  






2004   
  ・収益性：使用総資産経常利益率 












なお、ここで+2.5 を行うのは、平均値 0、標準偏差 1 の標準正規分布では、平
均値 0±2.5 の範囲にデータの 98%以上が含まれるという特性を利用して、分
析上判別しやすいように 0 以上の規準得点として算出するためである。  




























図表 5-2 データ概要 












2000 2001 2002 2003 2004 
最大値 864.00  712.00  763.00  770.00  733.00  10.000  10.000  10.000  10.000  10.000  
最小値 362.00  313.00  349.00  335.00  319.00  0.000  0.000  1.268  0.998  0.000  
平均 528.55  520.60  505.26  505.72  501.00  4.976  4.966  5.073  5.080  5.055  
標 準 偏
差 
101.12  94.77  99.27  98.60  99.58  1.516  1.507  1.158  1.163  1.292  
（出所）筆者作成。 
 








    図表 5-3 各年別の環境経営度と財務業績の相関係数 
 サンプル数 相関係数 有意水準 
2000 420 -0.03 0.57  
2001 464 0.03 0.50  
2002 534  0.13 * 0.00  
2003 484 0.08  0.10  








































たとえば 2000 年では、業績上位 10%の環境経営度平均点は 500.57 であり、
業績下位 10%のそれは 504.24 である。両者の差は－3.67 となっており、これ
は業績下位企業のほうが業績上位企業よりも 3.67 点ほど環境経営度が高いこ
とを示している。しかし t 検定の結果からこの差は統計的に見て有意な差とは
いえない。また、全サンプル数 420 社の環境経営度平均点は 528.72 であり、こ
のことから 2000 年では業績上位企業も下位企業も、環境経営度得点ではとも
に全企業の平均を下回っていたことがわかる。以上のような分析を 2004 年ま































2000 420 528.72  500.57  504.24  -3.67  -0.18  0.86  × 
2001 464 533.96  526.11  518.74  7.37  0.41  0.68  × 
2002 534 519.93  516.08  473.96  42.12  2.19  0.03  ○ 
2003 484 514.11  503.02  486.17  16.85  0.87  0.39  × 




点を下回っているという結果は、2004 年を除く 2001 年から 2003 年のすべてで








業のそれは全企業平均よりも低いという結果が得られた。   






10%、下位 10%の 2 つのグループを抽出する。そしてそれぞれのグループにお
ける財務業績の平均点を算出し、両者の差が統計上有意な差かどうかを検定す
る。2000 年から 2004 年までの分析結果をまとめたものが図表 5-5 に示されて
いる。 
2000 年では、環境経営度上位 10%の財務業績平均点は 4.70、環境経営下位













業績平均の差についても、2002 年と 2004 年では有意な差があった。2003 年は



















2000 420 4.83  4.70  4.60  0.11  0.35  0.73  × 
2001 464 4.95  4.93  4.88  0.05  0.16  0.87  × 
2002 534 5.06  5.15  4.29  0.85  3.34  0.00  ○ 
2003 484 5.14  5.33  4.85  0.48  1.91  0.06  × 
2004 486 5.12  5.41  4.60  0.81  3.12  0.00  ○ 
（出所）筆者作成。 
 




























 以上、2000 年から 2004 年までの各年における企業財務業績と環境経営度と
の関係を分析した結果からは、両者の関係がどのような関係にあるのかについ
ては年によって大きく異なっており、全体的な傾向を見出すことは困難である






なって出てきたものと思われる。一方、翌 2003 年には t 検定で、財務業績基
準および環境経営度基準の両方で有意差が認められなかったが、この理由とし




かかわらず、上位 10%企業および下位 10%企業のみを対象とした t 検定での財
務業績基準および環境経営度基準の両方で有意差が認められるという矛盾し
た結果は、2004 年 3 月期までは企業全体としては依然として経済不況による財
務業績の悪化が尾を引いている状態でありながら、一部の際立った企業が 2003
年 3月期から飛躍的に業績を回復させたことによるものではないかと思われる。 
本研究の分析対象期間は企業会計年度でいうところの 2000 年 3 月期から
2004 年 3 月期までにあたる。この間、わが国は、90 年代終盤に発生した IT バ
























































で用いたものと同様であり、期間は 2000 年から 2004 年までの 5 年間である。









よって環境経営度に差が出てくるのかの 2 点である。 
まず、各企業を年別に、財務業績評点、環境経営度のそれぞれの得点に応じ
て、以下の 4 つのタイプに分ける。 
 





高い タイプ 1 タイプ 3 







設定した8。たとえば、2004 年 25%基準のタイプ 1 企業とは、2004 年の財務業
績が上位 25%以上であり、かつ 2004 年の環境経営度も上位 25%以上にある企
業のことである。同様に 2002 年の 30%基準のタイプ 3 企業とは、2002 年の財
務業績が上位 30%以上であり、かつ 2002 年の環境経営度が下位 30%以下にあ
る企業のことである。 
以上のような企業のタイプ分けを財務・環境について 2000、2002、2004 年








































仮説 1 の検証 （2000-2002）  
 上下位 25%基準で見た高業績&高い環境経営度企業（以下タイプ 1 と略記）
は、2000 年では 16 社である。そのうち 2002 年も高業績であった企業は 10 社
であり、その比率は 0.63（10/16=0.63）となった。一方、高業績&低い環境経
営度企業（以下タイプ 3 と略記）は、2000 年では 24 社であったが、2002 年も
高業績を維持できた企業は 12 社であり、その比率は 0.50（12/24=0.50）となっ
た。その差は 0.13となり、これはタイプ 1企業のほうがタイプ 3企業に比べて、
高業績を維持する比率が 0.13 高いことを示している。（仮説 1＝支持） 
同様に、上下位基準 30%の場合、それぞれの比率はタイプ 1企業では 18/24=0.75、
タイプ 3 企業では、20/35=0.57 であり、その差は 0.18（仮説 1=支持）となった。
また上下位基準 35%の場合では、タイプ 1 企業では 23/33=0.73、タイプ 3 企業
では 29/50=0.58 となりその差は 0.15（仮説 1=支持）であった。 










い。ここでは、帰無仮説を「2 標本の母比率には差がない )0( 21  pp 」とし、有
意水準 5%で検定する。なお、仮説より片側検定を用い、検定統計量 z は、z ≧
1.645 で帰無仮説を棄却する。 
比率の差の有意性検定をおこなった結果、上下位基準 25%、30%、35%それ
ぞれにおける検定統計量 z =0.78、1.41、1.37 は、いずれも有意水準 5%基準で
ある z ≧1.645 を満たしておらず、母比率に差がないという帰無仮説を棄却で
きない。すなわち、上下位基準 25%、30%、35%それぞれにおける両者の差 0.13、
0.18、0.15 はいずれも統計的にみて有意な差とはいえず、仮説 1 は支持されな
かった。 
以上のような分析を短期的（2000-2002）（2002-2004）および中期的（2000-2004）
に仮説 1 から 4 まで行い、その結果を示したものが図表 5-6、5-7 である。これ
らの分析結果を見ながら、それぞれの仮説について考察してみたい。  
 















2000-2002 356 25% 1 10 12 16 24 0.13 0.78 × 21.81 
2000-2002 356 30% 1 18 20 24 35 0.18 1.41 × 7.97 
2000-2002 356 35% 1 24 29 33 50 0.15 1.37 × 8.58 
2000-2004 341 25% 1 9 11 17 24 0.07 0.45 × 32.60 
2000-2004 341 30% 1 16 15 22 34 0.29 2.10 ○ 1.77 
2000-2004 341 35% 1 21 19 33 46 0.22 1.96 ○ 2.40 
2002-2004 510 25% 1 23 17 29 31 0.24 2.01 ○ 2.22 
2002-2004 510 30% 1 35 25 45 42 0.18 1.84 ○ 3.30 
2002-2004 510 35% 1 45 37 61 60 0.12 1.42 × 7.70 
2000-2002 356 25% 2 3 1 24 16 0.06 0.65 × 25.93 
2000-2002 356 30% 2 6 2 35 24 0.09 0.97 × 16.58 
2000-2002 356 35% 2 7 3 50 33 0.05 0.67 × 25.07 
2000-2004 341 25% 2 3 0 24 17 0.13 1.51 × 6.50 
2000-2004 341 30% 2 5 0 34 22 0.15 1.88 ○ 2.97 
2000-2004 341 35% 2 13 3 46 33 0.19 2.09 ○ 1.80 
2002-2004 510 25% 2 2 0 31 29 0.06 1.39 × 8.20 
2002-2004 510 30% 2 3 0 42 45 0.07 1.82 ○ 3.40 













 以上より、仮説 1 に関しては、短期的（2000-2002）には、仮説は支持されな
い。中期的（2000-2004）にはほぼ支持、しかし同じ短期的でも（2002-2004）
ではほぼ支持されたという結果になった。この分析結果について考える上では、























































2000-2002 356 25% 3 1 1 21 27 0.01 0.18 × 42.78 
2000-2002 356 30% 3 1 2 29 38 -0.02 -0.36 × 36.09 
2000-2002 356 35% 3 3 3 43 45 0.00 0.06 × 47.70 
2000-2004 341 25% 3 3 2 22 25 0.06 0.63 × 26.40 
2000-2004 341 30% 3 3 5 28 37 -0.03 -0.34 × 36.69 
2000-2004 341 35% 3 6 7 43 41 -0.03 -0.40 × 34.60 
2002-2004 510 25% 3 3 4 25 47 0.03 0.48 × 31.70 
2002-2004 510 30% 3 6 5 35 58 0.09 1.23 × 10.88 
2002-2004 510 35% 3 9 8 53 72 0.06 0.95 × 17.20 
2000-2002 356 25% 4 14 10 27 21 0.04 0.29 × 38.55 
2000-2002 356 30% 4 22 15 38 29 0.06 0.50 × 30.74 
2000-2002 356 35% 4 30 25 45 43 0.09 0.83 × 20.44 
2000-2004 341 25% 4 13 4 25 22 0.34 2.41 ○ 0.79 
2000-2004 341 30% 4 19 10 37 28 0.16 1.26 × 10.46 
2000-2004 341 35% 4 23 19 41 43 0.12 1.09 × 13.70 
2002-2004 510 25% 4 29 6 47 25 0.38 3.05 ○ 0.12 
2002-2004 510 30% 4 43 9 58 35 0.48 4.56 ○ 0.00 

































がこのわずか 2 年の間に大きく変化したことを示唆しているものと思われる。 
 




































仮説 4 で行った方法と同じである。その結果が図表 5-9、図表 5-10 に示されて
いる。 
 














2000-2002 384 25% 5 11 16 17 23 -0.05 -0.32 × 37.28 
2000-2002 384 30% 5 19 21 23 33 0.19 1.55 × 6.10 
2000-2002 384 35% 5 30 33 37 50 0.15 1.56 × 5.99 
2000-2004 304 25% 5 12 12 16 21 0.18 1.13 × 12.90 
2000-2004 304 30% 5 16 15 22 27 0.17 1.24 × 10.75 
2000-2004 304 35% 5 22 25 30 39 0.09 0.82 × 20.75 
2002-2004 408 25% 5 22 18 26 25 0.13 1.10 × 13.60 
2002-2004 408 30% 5 31 26 33 34 0.17 2.01 ○ 2.22 
2002-2004 408 35% 5 38 38 46 46 0.00 0.00 × 50.00 
2000-2002 384 25% 6 0 0 23 17 0.00 - - - 
2000-2002 384 30% 6 0 0 33 23 0.00 - - - 
2000-2002 384 35% 6 2 0 50 37 0.04 1.23 × 10.92 
2000-2004 304 25% 6 1 0 21 16 0.05 0.88 × 18.80 
2000-2004 304 30% 6 1 1 27 22 -0.01 -0.15 × 44.11 
2000-2004 304 35% 6 2 2 39 30 -0.02 -0.27 × 39.30 
2002-2004 408 25% 6 0 0 26 25 0.00 - - - 
2002-2004 408 30% 6 0 0 34 33 0.00 - - - 
2002-2004 408 35% 6 0 0 46 46 0.00 - - - 
（出所）筆者作成。 
 














以上より、仮説 6 に関しても、支持されないと見てよいだろう。仮説 6 は仮











準 仮説 x1 x2 n1 n2 21







2000-2002 384 25% 7 0 0 25 31 0.00 - - - 
2000-2002 384 30% 7 1 0 34 39 0.03 1.08 × 14.04 
2000-2002 384 35% 7 1 0 50 48 0.02 0.98 × 16.23 
2000-2004 304 25% 7 0 0 21 22 0.00 - - - 
2000-2004 304 30% 7 1 0 32 27 0.03 0.93 × 17.71 
2000-2004 304 35% 7 4 1 43 32 0.06 1.06 × 14.40 
2002-2004 408 25% 7 1 0 26 31 0.04 1.10 × 13.50 
2002-2004 408 30% 7 1 0 34 39 0.03 1.08 × 14.04 
2002-2004 408 35% 7 2 0 44 54 0.05 1.58 × 5.60 
2000-2002 384 25% 8 21 18 31 25 -0.04 -0.34 × 36.52 
2000-2002 384 30% 8 27 25 39 34 -0.04 -0.40 × 34.28 
2000-2002 384 35% 8 38 40 48 50 -0.01 -0.10 × 45.92 
2000-2004 304 25% 8 14 14 22 21 -0.03 -0.21 × 41.70 
2000-2004 304 30% 8 19 19 32 27 -0.11 -0.88 × 18.97 
2000-2004 304 35% 8 24 27 32 43 0.12 1.12 × 13.11 
2002-2004 408 25% 8 25 13 31 26 0.31 2.44 ○ 0.72 
2002-2004 408 30% 8 34 21 39 34 0.25 2.51 ○ 0.60 




























仮説 7、仮説 8 についての分析結果から、一般に環境経営度が低い企業は、
高業績であることによって、短期的、中期的に高環境経営度へと変わったり、
環境経営度が低い状態から脱したりすることはないといえる。しかし、仮説 8
の 2002 年基準の結果にあるように、2002 年以降では、高業績であることは、
高い環境経営度の達成とまではいかないが、低い環境経営度の状態から脱する
条件の一つになりつつあると考えることができるだろう。2000 年と 2002 年の
どちらを基準とするかによって仮説 8 の結果が異なっているのは興味深い。こ














































また、仮説 5、仮説 6 の分析から、高環境経営度企業は、高業績／低業績に
関わらず、その後も高い環境経営度を維持し、環境経営度を低下させる可能性
が低いという結果になった。また仮説 7、仮説 8 より、低環境経営企業でも同
様に、高業績／低業績に関わらず、その後、高環境経営度を達成する可能性は
低く、環境経営度は低迷したままである可能性が高い、という結果になった。





















5.  5 年後の追試 
 
前節の分析は、2004 年までのデータを用いて行ったが、2000 年から 2004 年
は IT バブルの崩壊に伴い、急激に景気が悪化した時期に当たる。その後、図




 具体的には ITバブル崩壊後の日経平均株価の底値である 2003年と好景気の
ピークである 2007年に注目し、2003年頃の企業の環境への取り組み（2002年、





る 2003 年 3 月期、2008 年 3 月期を含めた過去 4 年間の移動平均売上高伸び率
である。 
また、環境経営についても同様に、日経環境経営度調査報告書（製造業編）




2003 年 3 月期末時点の財務業績について、前節と同様の方法で成長性と収益
性の得点を規準得点化した上で合算し、10 点満点（0～10 点）で計算した。な
お、成長性は、2003 年 3 月期を含めた過去 4 年間移動平均売上高伸び率（0～5
点に評点化）であり、収益性とは 2002 年 3 月期および 2003 年 3 月期の総資産
経常利益率平均値（0～5 点に評点化）である。 
同様に、2008 年 3 月期末時点の財務業績についても、成長性と収益性の得点
を規準得点化し、10 点満点（0～10 点）で計算した。成長性は 2008 年 3 月期
を含めた過去 4 年間移動平均売上高伸び率（0～5 点に評点化）であり、収益性












































2003-2008 459 25% 1 12 10 30 26 0.02 0.12 × 45.2 
2003-2008 459 30% 1 16 21 41 42 -0.11 -1.01 × 15.6 
2003-2008 459 35% 1 23 33 54 54 -0.19 -1.93 × 2.68 
2003-2008 459 25% 2 5 0 26 30 0.19 2.52 ○ 0.58 
2003-2008 459 30% 2 9 4 42 41 0.12 1.46 × 7.21 
2003-2008 459 35% 2 12 6 54 54 0.11 1.55 × 6.05 
（出所）筆者作成。 
 














































2003-2008 459 25% 3 5 6 23 37 0.06 0.54 × 29.5 
2003-2008 459 30% 3 11 9 40 46 0.08 0.87 × 19.2 
2003-2008 459 35% 3 13 16 55 63 -0.02 -0.22 × 41.3 
2003-2008 459 25% 4 19 6 37 23 0.25 1.93 ○ 2.68 
2003-2008 459 30% 4 24 10 46 40 0.27 2.57 ○ 0.51 
2003-2008 459 35% 4 29 23 63 55 0.04 0.46 × 32.3 
（出所）筆者作成。 
 













仮説 4 では、上下位基準 25%、30%、35%のすべてにおいて比率の大小関係
が認められ、そのうち 25%、30%においては帰無仮説が棄却され、有意差が認






4 つの仮説についてまとめると以下のようになる。  






















































相関分析では、2002 年と 2004 年で、相反する結果となり、5 年間全体の傾
向としてはっきりした関係性は認められなかったが、環境経営度、財務業績の
上位／下位それぞれ 10%の際立った企業のみを対象として行った t 検定では、











































試を行った。その結果、仮説 1 に関しては分析結果が異なるものの、仮説 2、




よって左右される部分が大きいと考えられる。この分析結果は Orlitzky et al. 
（2003）で示された財務業績と社会的パフォーマンス（本研究では環境経営度）




























                                                                



















なお、財務の基準年は決算期末時のものであり、たとえば 2004 年の財務業績とは、2004 年 3
月期末時点の財務業績（会計年度 2003 年 4 月 1 日から 2004 月 3 月 31 日まで）を意味している。  
4 ここでは規準化した得点に 2.5 を加えた上で、0 以下の数値を 0 点、5 以上の数値を 5 点と
してデータを丸めている。平均値 0、標準偏差 1 の標準正規分布では、平均値 0±2.5 の範囲に
データの 98%以上が含まれるという特性を利用して、分析上判別しやすいように 0 以上の規準
得点として算出するためである。 
5 上下位基準についてはその他に 20%、25%なども考えられるが、ここでは各年における上位
下位をより際立たせるために 10%の基準を用いた。  
6 期間区分について、本研究時入手できた財務業績の最新版が 2004 年 3 月期のものであったた






































































分布に従う。このことを用いて、帰無仮説：「2 標本の母比率には差がない( 021  pp )」を有
意水準 5%で検定。  




























































第 1 章では、アカデミックな CSR 論に先行する形で進んだ実践面での CSR
動向と環境問題の現状・認識・取り組みについて、歴史的な観点から論じた。













第 2 章では、第 1 章で確認したような実践面での CSR、環境問題に関する急
速な変化に対して、経営学を中心としたアカデミックな観点からどのようにと
































































んになった 2000 年以降の環境経営と業績の関係について、2000～2004 年、2003
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